
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

居住支援に関する近年のトピック
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０．住宅セーフティネット制度のおさらい
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供給・管理
主体

地方公共団体 民間等 民間等

公共が直接供給・管理
（民間で整備した住宅を買取り・
借上げするものを含む）

民間等が供給・管理
地方公共団体が認定

民間等が地方公共団体に
登録
地方公共団体が情報提供

補助の
考え方

国が地方公共団体に
整備費・家賃対策の補助
【法定補助】

国・地方公共団体が民間
等に整備費・家賃対策の
補助
【法定補助】

国・地方公共団体が民間
等に整備費・家賃対策の
補助
【予算補助】

主な施策 ・公営住宅
・特定優良賃貸住宅 等

（地域優良賃貸住宅）

・新たな住宅セーフティ
ネット制度（セーフティ
ネット登録住宅）

・サービス付き高齢者向け
住宅     等

公的関与
（地方公共団体
の裁量）

大 小

重層的な住宅セーフティネット政策の基本的な考え方
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１．大家・要配慮者の双方が安心して利用できる市場環境（円滑な民間賃貸契約）の整備
２．居住支援法人等を活用し、入居中サポートを行う賃貸住宅の供給を促進
３. 住宅施策と福祉施策が連携した地域の居住支援体制の強化

○ 単身世帯の増加※、持家率の低下等により要配慮者の

賃貸住宅への円滑な入居に対するニーズが高まることが

想定される。
※ 単身高齢者世帯は、2030年に900万世帯に迫る見通し。

○ 単身高齢者などの要配慮者に対しては、大家の拒否感が

大きい。これは、孤独死や死亡後の残置物処理等の入居後

の課題への不安が背景にある。他方、民間賃貸住宅の

空き室※は一定数存在。
※ 全国の空き家 約900万戸、うち賃貸用は約443万戸

（2023年住宅・土地統計調査 住宅数概数集計（速報集計））

○ 改正住宅セーフティネット法(平成29年)施行後、

全国で800を超える居住支援法人※が指定され、地域の

居住支援の担い手は着実に増加。
※ 要配慮者の入居支援（物件の紹介等）、入居後の見守りや

相談等を行う法人（都道府県知事指定）

背景・必要性
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単身
高齢者
世帯

【要配慮者に対する大家の入居拒否感】

入居中

入居前

退居時
（死亡時）

高齢者の入居拒否の理由は、居室内
での死亡事故等への不安が約 9 割

見守り、入居後の課題の相談を求め
る大家も多い

【単身世帯数の推移】

ひとり親世帯

低額所得者

障害者

高齢者

約２割

約５割

約７割

約７割

（年）
※2025年以降は推計

（万世帯）

65歳以上世帯
15-64歳世帯

住宅セーフティネット制度の見直しの背景・必要性

※「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）の一部を改正する法律」の公布時点の資料



○ 終身建物賃貸借（※）の利用促進
※ 賃借人の死亡時まで更新がなく、

死亡時に終了する（相続人に相続されない）賃貸借

・ 終身建物賃貸借の認可手続を簡素化
（住宅ごとの認可から事業者の認可へ）

○ 居住支援法人による残置物処理の推進

・ 入居者死亡時の残置物処理を円滑に行うため、
居住支援法人の業務に、入居者からの委託に基づく
残置物処理を追加

○ 家賃債務保証業者の認定制度の創設

・ 要配慮者が利用しやすい家賃債務保証業者（認定保証業者）
を国土交通大臣が認定

⇒ (独)住宅金融支援機構の家賃債務保証保険による
要配慮者への保証リスクの低減

○ 居住サポート住宅による大家の不安軽減（２．参照）

○ 居住サポート住宅（※）の認定制度の創設
※法律上は「居住安定援助賃貸住宅」

・ 居住支援法人等が、要配慮者のニーズに応じて、
安否確認、見守り、適切な福祉サービスへのつなぎを行う住宅
（居住サポート住宅）の供給を促進
（市区町村長（福祉事務所設置）等が認定）

⇒ 生活保護受給者が入居する場合、
住宅扶助費（家賃）について代理納付（※）を原則化

※生活保護受給者は住宅扶助費を一旦受け取った後に賃貸人に支払うが、
特例として保護の実施機関が賃貸人に直接支払う

⇒ 入居する要配慮者は認定保証業者（1.参照）が家賃債務保証
を原則引受け

1． 大家が賃貸住宅を提供しやすく、
要配慮者が円滑に入居できる市場環境の整備

○ 国土交通大臣及び厚生労働大臣が共同で基本方針を策定

○ 市区町村による居住支援協議会（※）設置を促進（努力義務化）し、住まいに関する
相談窓口から入居前・入居中・退居時の支援まで、住宅と福祉の関係者が連携した
地域における総合的・包括的な居住支援体制の整備を推進

※地方公共団体の住宅部局・福祉部局、居住支援法人、不動産関係団体、福祉関係団体等を構成員とした会議体

３．住宅施策と福祉施策が連携した地域の居住支援体制の強化

２．居住支援法人等が入居中サポートを行う
賃貸住宅の供給促進

【住宅セーフティネット法】

都道府県・市区町村
（住宅部局、福祉部局）

不動産関係団体
（宅建業者、賃貸住宅
管理業者、家主等）

居住支援法人
福祉関係団体

（社会福祉法人等）

要配慮者

訪問等による
見守り

福祉サービス

（例）
困窮者自立支援、
介護等

福祉サービス
へのつなぎ

ICT等による安否確認
(例)人感センサー

居住支援法人等

【住宅セーフティネット法、高齢者住まい法、住宅金融支援機構法】

【住宅セーフティネット法】

＜居住サポート住宅のイメージ＞

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）等の一部を改正する法律
［令和6年5月30日成立、同年6月5日公布、令和7年10月1日施行］
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法改正後の住宅セーフティネット制度
住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律

（住宅セーフティネット法）の一部を改正する法律
【公布：令和６年６月５日 施行：令和７年10月１日】

賃
貸
人

登
録
・
認
定

家
賃
債
務
保
証
業
者

要
配
慮
者

入居

都道府県等登録 情報提供

家賃・家賃債務保証料等の低廉化
【賃貸人等への支援】

・改修費補助

（国の直接補助あり）

・改修費融資

（住宅金融支援機構）

・家賃低廉化補助

・住替え補助

【保証会社等への支援】

・家賃債務保証料等

低廉化補助

・家賃債務保証保険

（住宅金融支援機構）

居住支援協議会

不動産関係団体
宅地建物取引業者

賃貸住宅管理業者、家主等

居住支援団体
居住支援法人

社会福祉法人、ＮＰＯ等

地方公共団体
（住宅部局・福祉部局）

立
上
げ
等
に
対
す
る
支
援

国と地方公共団体等
による支援

住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅
（セーフティネット登録住宅）の登録制度

経済的支援
地域の居住支援体制の整備

（地方公共団体が設置する居住支援協議会の活用）

登録基準

・床面積が原則18㎡以上* ・耐震性を有すること 等

居住支援法人等が入居中サポートを行う賃貸住宅
（居住サポート住宅）の認定制度

居住支援法人

入
居
支
援
等

＊地方公共団体による強化・緩和が可能 ＊新築住宅は原則25㎡以上

賃
貸
人

要
配
慮
者

入居

福祉事務所
設置自治体

申請 情報提供

家賃・家賃債務保証料等の低廉化

認定基準

・床面積が原則18㎡以上* ・耐震性を有すること

・安否確認、見守り、福祉サービスへのつなぎの内容 等

居
住
支
援
法
人
等

・賃貸人に対する情報提供

・要配慮者に対する情報提供や

入居中支援※

・残置物処理 等

認定

登
録
・
認
定

家
賃
債
務
保
証
業
者

（既存住宅）

（安否確認・見守り・福祉サービスへのつなぎ等）

＊地方公共団体による強化・緩和が可能 ＊新築住宅は原則25㎡以上

（既存住宅）

入居中サポート ※生活困窮者自立支援制度における地域居住支援
事業等、自治体が実施する福祉事業を活用した
支援も可能

※セーフティネット登録住宅・居住サポート住宅の供給にあたっては、公営住宅等の公的賃貸住宅の活用も考えられる

賃貸住宅供給促進計画
都道府県
市町村

国土交通大臣及び厚生労働
大臣が定める基本的な方針国

6

ここに焦点を当てて説明

●セーフティネット登録住宅 登録戸数：960,737戸 ●居住支援法人の指定数：1,167法人 ●居住支援協議会の設立：184協議会（47都道府県149市区町村）
●居住サポート住宅 認定戸数：261戸（R8年5月11日時点） （R８年３月末時点）



１．九州における居住支援協議会の設立状況
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山形市（約23万人）
鶴岡市（約11万人）

千葉市（約97万人）
船橋市（約64万人）

千代田区（約6.8万人）
新宿区（約34万人）
文京区（約23万人）

台東区（約21万人）
江東区（約53万人）
品川区（約40万人）

豊島区（約29万人）
北区（約35万人）
中野区（約33万人）

杉並区（約57万人）
板橋区（約57万人）
練馬区（約74万人）

足立区（約69万人）
葛飾区（約46万人）
大田区（約73万人）

世田谷区（約91万人）
江戸川区（約68万人）
目黒区（約27万人）

渋谷区（約23万人）
墨田区（約28万人）
荒川区（約21万人）

港区（約26万人）

名古屋市（約229万人）
岡崎市（約38万人）
瀬戸市（約12万人）
豊田市（約41万人）
半田市（約11万人）
一宮市（約37万人）
蒲郡市（約7.9万人）

京都市（約137万人）
宇治市（約18万人）

八王子市（約56万人）
府中市（約26万人）
調布市（約23万人）
町田市（約43万人）
西東京市（約20万人）
立川市（約18万人）
日野市（約18万人）
狛江市（約8.2万人）
多摩市（約14万人）
小金井市（約12万人）
武蔵野市（約14万人）
あきる野市（約7.9万人）
三鷹市（約18万人）
小平市（約20万人）

東みよし町（約1.3万人）

広島市（約117万人）
廿日市市（約11万人）
呉市（約20万人）
東広島市（約20万人）

横手市（約8.2万人）
大館市（約6.6万人）

霧島市（約12万人）
鹿児島市（約57.7万人）

越前市（約7.9万人）
敦賀市（約6.2万人）
坂井市（約9万人）

市区町村居住支援協議会の設立マップ（2026.3末時点)

さいたま市（約135万人）

横浜市（約375万人）
川崎市（約152万人）
鎌倉市（約17万人）
相模原市（約71万人）
藤沢市（約44万人）
座間市（約13万人）
茅ヶ崎市（約24万人）
厚木市（約22万人）

長野市（約37万人）
南佐久（小海町（約0.4
万人）・川上村（約0.3
万人）・南牧村（約0.3
万人）・南相木村（約
0.1万人）・北相木村
（約0.1万人））

菊川市（約4.7万人）
伊豆の国市（約4.8万人）
湖西市（約5.8万人）

奄美市（約3.8万人）
瀬戸内町（約0.8万人）

とくのしま(徳之島町（約0.9万人）・天城町（約0.5万人）・伊仙町（約0.6万人）)

豊中市（約40万人）
岸和田市（約18万人）
摂津市（約8.6万人）
吹田市（約38万人）
守口市（約14万人）
堺市（約81万人）
八尾市（約26万人）
箕面市（約13万人）
・池田市（約10万人）

日向市（約5.8万人）
高鍋町（約2.1万人）

熊本市（約73.5万人）
合志市（約6.4万人）

札幌市（約195万人）
旭川市（約32万人）
函館市（約24万人）
本別町（約0.6万人）

北九州市（約92.1万人）
福岡市（約159.4万人）
中間市（約3.9万人）
大牟田市（約10.7万人）
うきは市（約2.7万人）
直鞍地区
(直方市（約5.5万人）・宮若
市（約2.6万人）・鞍手町
（約1.4万人）・小竹町（約
0.7万人）)

久留米市（約30.2万人）
豊前市（約2.4万人）
遠賀町（約1.9万人）
粕屋中部３町
（篠栗町（約3.1万人）、粕
屋町（約4.5万人）、久山町
（約0.8万人））

みやき町（約2.5万人）

【都道府県】 全都道府県
【市区町村】 １４9市区町村

政令市１５市
中核市２４市
特別区２２区
その他の市６７市、町村２１町村

居住支援協議会の設立状況：184協議会

宇都宮市（約51万人）
鹿沼市（約9.3万人）

※緑文字は共同で協議会を設置

沖縄市（約14万人）

竹田市（約1.9万人） 国東市（約2.5万人）
豊後大野市（約3.2万人） 日出町（約2.8万人）
日田市（約6.1万人） 大分市（約47万人）
姫島村（約0.2万人） 由布市（約3.2万人）

神戸市（約150万人）
宝塚市（約22万人）
姫路市（約52万人）
西宮市（約49万人）
伊丹市（約19万人）

仙台市（約106万人）

松山市（約51万人）
東温市（約3.3万人）
宇和島市（約6.8万人）

草津市（約14万人）

伊賀市（約8.9万人）

加賀市（約6.3万人）

岐阜市（約40万人）
飛騨市（約21万人）
恵那市（約4.7万人）

福島市（約28万人）

前橋市（約33万人）
伊勢崎市（約21万人）

米子市（約14.7万人）
水戸市（約26万人）

玉野市（約5.2万人）

※R8.4.1に八代市が設立



九州における居住支援協議会の設立状況（令和8年3月末時点）

市区町村数
居住支援協議会
を設立している

市町村数

協議会を
設立している
市町村の割合

人口
居住支援協議会
設立自治体がカ
バーする人口

人口カバー率

福岡県 60 15 25% 509万人 322万人 63%

佐賀県 20 1 5% 78万人 3万人 4%

長崎県 21 0 0% 125万人 0万人 0%

熊本県 45 2 4% 168万人 80万人 48%

大分県 18 8 44% 108万人 67万人 62%

宮崎県 26 2 8% 103万人 8万人 8%

鹿児島県 43 7 16% 150万人 76万人 51%

九州計 233 35 15% 1241万人 556万人 45%

（参考）
東京都

62 36 58% 1433万人 1215万人 85%

全国 1741 149 8.5% 12615万人 4961万人 39%
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※R8.4.1に
八代市が設立



２．居住支援協議会について
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居住支援ニーズの全体像が見えづらい理由

・居住支援は多様な関係機関・団体等が関わっており、異なるニーズや課題を抱えています。そのため、それぞれが自分の領域にとど

まって居住支援を行おうとすると、居住支援の全体像が見えないままに有効な連携を行うことができず、住まいの確保を必要として

いる住民に対して十分なサポートを提供できなくなる可能性があります。

・居住支援に関わる関係機関・団体等がお互いの現場で何が起こっているのかを理解することで、団体間の連携や、サポートを必要とし

ている住宅確保要配慮者に対する適切な支援を、継続的・効果的に進めていくことができます。

出典：日本大学 教授 白川泰之 講演資料

【出典】 「居住支援協議会設立の手引き～居住支援協議会はじめの一歩～」（令和７年３月）５ 地域の実態把握 P41引用・加筆
【参考】 「居住支援体制の整備に向けて~住・福一体の仕組みづくり~」（令和7年10月29日福島県居住支援協議会福祉・住宅連携会議） 日本大学 白川教授

属人的なつながりで
なんとかなっている？
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https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_fr3_000019.html#:~:text=%E2%97%8B%E5%B1%85%E4%BD%8F%E6%94%AF%E6%8F%B4%E5%8D%94%E8%AD%B0%E4%BC%9A%E8%A8%AD%E7%AB%8B%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D%EF%BD%9E%E5%B1%85%E4%BD%8F%E6%94%AF%E6%8F%B4%E5%8D%94%E8%AD%B0%E4%BC%9A%E3%81%AF%E3%81%98%E3%82%81%E3%81%AE%E4%B8%80%E6%AD%A9%EF%BD%9E


12

居住支援協議会とは

居住支援協議会は、地域の居住支援
体制の整備を進める「つながりの場」

・「地域の居住支援体制」とは、「居住支援」に関

する課題について、必要なときに関係機関・団

体等と連絡・相談し、互いの得意分野・専門分野

を活用することで、適切な支援と課題の解決を

円滑に進めることができる仕組みである。

・このため「居住支援協議会」は、関係機関・団体

等が継続的に連携・協働しながら地域の資源を

つなぎ、総合的・包括的な地域の居住支援体制

の整備を進める「つながりの場」と言える。

見守りの
仕組み

物件確保の仕組み
住民が相談しやすい環境

公営住宅の
あり方を見直し

リスク分散の
仕組み

空き家の利活
用

関係機関の
ネットワーク

支援者の
スキルアップ

支え合える
地域

等々・・・
様々な地域資源が必要

地域の
居住支援体制

都道府県・市区町村
（住宅部局、福祉部局）

不動産関係団体
（宅建業者、賃貸住宅
管理業者、家主等）

居住支援法人
社会福祉協議会
福祉関係団体

居住支援協議会

（改正後）
構成員として明確化

（改正後）
居住支援協議会との
相互連携の明確化

生活困窮者自立支援法に基づく支援会議
地域ケア会議（高齢者）

（自立支援）協議会（障害者）
社会福祉法に基づく支援会議
地域住宅協議会（公的賃貸住宅）

連携

（改正後）
地方公共団体における設置の
努力義務化

【住宅セーフティネット法】



居住支援協議会の設立で変わること
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居住支援協議会のメリット
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住宅確保要配慮者にとってのメリット

民間団体にとってのメリット

行政にとってのメリット

① 相談しやすい環境が整う

② 切れ目のない支援を受けることができる

・要配慮者はどこに相談していいか分からないという不安
・関係機関・団体等で相談に関する情報連携や対応策の検討がされるため、住まいに関する総合的な支援をワンストップで受けられる

・入居前から入居中や退去時に必要となる支援を協議会で検討できるため、切れ目ない支援を受けられる
・生活環境に変化があった場合、要配慮者を支えるサービスや支援者も変わるが、とのつなぎ直しや調整を円滑に行うことができる

① それぞれの困りごとを共有できる場がある

② 連携が進み支援力アップ

・協議会が設立されていることで、それぞれ抱えている課題や困りごとを共有し、協議会を通じて行政と意見交換しやすくなる
・こうした場での議論や提案が行政の施策に反映され、現場の実情を踏まえた支援策や新たな制度の構築につながる

・協議会が設立されていないと、民間団体には専門性こそあれ、守備範囲を超える相談があったときの対応が難しいケースもある
・協議会は個々の団体間をつなぐ役割を持つため、各専門分野への相談が容易になり、それぞれの得意分野をより活かすことができる

① 業務効率化と柔軟な課題対応ができる

② 居住支援の継続性が担保される

・行政が民間団体と連携することで、行政だけでは対応が難しい課題に対して柔軟で迅速な対応ができる
・業務が効率化され、行政職員は政策立案や制度設計等の業務に集中できるようになる

・居住支援協議会という仕組みがあることで、行政と民間団体の間で蓄積された知識やノウハウを共有することができる
・新しい担当者への引継ぎを円滑に行うことができるようになり個々の職員の異動による影響を最小限に抑え、事業の継続性や一貫性を保つことができる



３．居住支援協議会の設立に向けて
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設立前～設立中は、「相互理解」を深め居住支援の土台を作る

16

（３） 設立を検討する際のポイント

・ 住宅確保要配慮者を取り巻く課題は複合的であることが多く、特定の関係者・団体等が単独で課題を解決することが困難であるため、

           必要な時に様々な関係者・団体等が連絡・相談し、お互いの得意分野・専門分野を活かしながら、適切に居住支援を実施できる体制を

           整備する必要がある。

・ このため、市区町村居住支援協議会においては、地方公共団体の住宅部局と福祉部局、不動産事業者・団体、福祉関係事業者・団体、

           居住支援法人等、様々な関係者・団体等をつなぎ、お互いの顔が見える体制を整備することが重要である。

・ また、地域の実情に応じて、生活困窮者自立支援、高齢者支援、障害者支援、公的賃貸住宅の管理、民間賃貸住宅の活用、空き家対策等、

様々な施策・関係者との相互理解を進め、連携・協働することが重要である。

※ 居住支援協議会の設立自体を最終的な目標とするのではなく、その準備段階から地域の関係者との連携・協働を図り、

設立後の取組も見据えた継続的な視点で設立準備を進めていただきたい。

住宅確保要配慮者を
見る視点の違いを尊重する

地域との
つながり

健康状態 滞納リスク

近隣への
影響

死後のこと

生活状況

福祉の専門職 不動産の専門職

行政・民間、不動産事業者・福
祉関係事業者、それぞれ立場
も得意なことも出来ることも違い
ます。「相互理解」を深めないま
まに設立してしまうと機能不全
に陥ります。

国交省と
厚労省の連名通知

令和7年7月18日発出施行通知 別紙６（居住支援協議会）参照



居住支援協議会設立の手順
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・行政と民間団体が連携した実働的な居住支援協議会づくりプロセスには、主に４つのフェーズがあります。

・フェーズを一つ一つ達成しながら、段階的に取り組むことが基本ですが、地域の実情によって順番を前後させたり、並行して取り組

むことも有効です。

フェーズ１ フェーズ２ フェーズ３ フェーズ４

○担当課が居住支援の
必要性を認識し、取
組みの土台を作る

○居住支援に関する現
状、課題の把握

○担当課での勉強会の
実施、検討会

○先行自治体へのヒアリ
ング 等

想
定
さ
れ
る
取
組
例

留
意
点

○庁内関係課との共通
認識をつくる

○民間団体との協力関
係を構築する

○居住支援協議会設立
に向けて体制を整える到

達

イ
メ
ー
ジ

○居住支援の概要がわ
からない

〇必要性がわからない

○担当者個人が居住支
援の概要を理解した

〇担当課で合意がとれた

○庁内関係課の課題を
把握できている

〇関係課と協働できる

○協議会メンバー同士、
顔の見える関係がある

〇課題を洗い出せている

○庁内関係課へのヒアリ
ング

○庁内関係課向けのセミ
ナーの実施

〇庁内関係課との意見
交換 等

○民間団体の洗い出し
○民間団体へのヒアリン

グ、座談会
○民間団体向けセミナー

の実施
〇グループワーク開催 等

○設立準備会の設置
〇協議会メンバーの調整
○協議会の目的・体制

のイメージ具体化
〇継続的な運営方法に

ついての検討 等

・担当者だけが取り組ん
でいる状況では活動は
広がりません。課内で認
識合わせを行い居住支
援に取り組む機運をつく
りましょう。

・現場へ足を運び話して
みましょう。

・居住支援の現状を聞き
つつ、行政が「本気」で
居住支援に取り組もうと
していることを伝えましょう。

・地域の優先課題を見定
め、行政関係課と民間
団体からコアになるメン
バーを選びましょう。

・設立に向けて対話を重
ねることが必要です。

現
状

・まずはお互いの業務内
容、困りごとを共有すると
ころから始めましょう。

・お互いを知ることで、対
話の糸口も見えてきます。

居住支援協議会設立までの4フェーズ



居住支援協議会に関する手引き・施行通知をご活用ください
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「つながりの場」と
言われても具体的
にイメージできま
せんが、設置が努
力義務になったの
で検討は進めよう
と思います。

設立はしたけど、
何をすればよいか
分からなくて、活
動が停滞していま
す。

ただ作るだけでは、地域の居住
支援体制は整備されません！
設立の過程や設立後に何を話
し合うのかが重要です。

国では、手引きや通知などを通
じてその手法を発信しています。

居住支援協議会設立の手引き
～居住支援協議会はじめの一歩～
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku
/house/content/001884544.pdf

施行通知（令和７年７月18日発出）
別紙６
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku
/house/content/001902516.pdf

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001884544.pdf
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001884544.pdf
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001902516.pdf
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001902516.pdf


４．居住支援協議会の設立の課題
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住宅セーフティネット全国キャラバン

20

・改正住宅セーフティネット法の周知・広報の取組として、国土交通省・厚生労働省の両職員が直接市区町村へ
訪問し、首長含む関係職員へ向けた制度の積極的な活用を促すための全国キャラバンを実施。
・令和７年12月～令和８年７月に、約50の市町村を訪問



全国キャラバンや自治体へのヒアリング等を通して見えてきた課題
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課題１ 住宅部局、福祉部局がお互いに具体的な課題を理解できず必要性を感じていない
・「要配慮者は公営住宅で十分まかなえている」
・「県の居住支援協議会があるから大丈夫」
・「居住支援協議会の意義をそもそも感じない」

課題２ 住宅部局と福祉部局の連携不足
・そもそも居住支援協議会の検討の前に、住宅福祉部局のコミュニケーションがとれていない

課題４ 人事異動
・協議会設立の最大要因は「熱い職員」がいること
・人事異動により、協議会の「必要性」が薄れてしまうことが多々

課題５ 支援部隊、制度の営業部隊が国だけでは不十分、プッシュ型での支援が必要
・地方整備局の担当職員は九州で３名程度（＋本省職員）
・伴走支援などの国の支援を受けられる自治体も限られてくる
・そもそもイベントに参加してくれる自治体は課題意識を持ってくれているところだけ

課題６ 小さな自治体での機能の不十分性
・職員（マンパワーが足りない）
・居住支援に必要な機能が自分たちの自治体だけでは補えない

課題３ 予算確保
・協議会や法人のセルフランニングが難しい、住宅局から配分される予算も不足していると聞く
・自治体の幹部や財務当局の説得が難しい



課題とその解決方法の例・素案（課題１、２）
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課題１ 住宅部局、福祉部局がお互いに具体的な課題を理解できず必要性を感じていない
・「要配慮者は公営住宅で十分まかなえている」
・「県の居住支援協議会があるから大丈夫」
・「居住支援協議会の意義をそもそも感じない」
・「住宅部局は公営住宅の管理であって、住宅政策まで見ている余裕がない」

⇒ 質問
・公営住宅に入れなかった方が、どうなったか、答えられますか？
・行政だけで対応できなかった課題を、アウトリーチできていますか？
・住まいに関する相談があったときに、県の居住支援協議会に本当に相談できていますか？

⇒ フェーズ０～１（必要性が分からない～担当課において勉強会を始めたところ）をターゲットに、
本省において居住支援協議会の設立の推進に向けた検討会を開始

⇒ 災害時は住宅部局は混乱の中で全く動けないが、被災者の住宅確保が一丁目一番地。
居住支援協議会への協力は今後必須

⇒ 住宅政策部局のないところも、空き家対策を行っているところはあるのでは？
空き家・居住支援の連携を意識

⇒ 法改正で国交省と厚労省の共管に。厚労省・厚生局と連携した取組を進めているところ
（まずは、一度担当者レベルで話し合うところから）

課題２ 住宅部局と福祉部局の連携不足
・そもそも居住支援協議会の検討の前に、住宅福祉部局のコミュニケーションがとれていない



（課題１関係）令和８年度 居住支援体制の充実化に向けた検討体制（案）
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年４-５回程度（予定）

年４-５回程度（予定）

居住支援法人
取組拡大に向けた検討会

居住支援協議会
設立推進検討会

＜現状の課題＞
• 市町村協議会の設立促進
• 未設立市町村から以下の意見
✓ 設立後のいい絵姿が見たい

（先行事例の収集・周知）
✓ 設立してからどうすればいいか

不安（既設協議会の持続化、
質の向上、取組の拡大）

＜現状の課題＞
• 地域の担い手である法人の持

続化、質の向上、取組の拡大
• 居住サポート住宅の普及
• 法人による残置物処理の円滑

化、普及

② 検討事項
• 持続的な法人の運営、法人に必要なスキ

ル向上
• 地域おける法人のあり方（取組、必要数等）

• 居住サポート住宅の活用
• 円滑な残置物処理
• 上記を実現するための方策

③ 調査事項（会議と並行して実施）

• 法人の実態調査
（見守り・相談の実態、費用徴収事例等）

• 都道府県の法人指定基準の調査
• 法人が必要とする法令・補助や機器・保険

商品等の情報整理

① 検討体制
＜構成案＞
•学識者
•居住支援法人
•地方公共団体

＜オブザーバー＞
•国交省、厚労省、

法務省、こ家庁
＜事務局＞
•全居協

② 検討事項
• 設立の手引きの更新（より現場レベルの情報や実例など）

• 設立プロセス（再検証）

• 更なる設立に向けた議論（協議会設置後の運営等）

✓ 良い協議会とは。あるべき姿。活動の効果
✓ 持続的かつ充実した協議会運営
✓ 広域連携体制
✓ 上記を実現するための方策

③ 調査事項（会議と並行して実施）

• 過去の伴走支援PJの分析
• 既設協議会の実態調査（機能・取組等）

• 都道府県協議会の実態調査

① 検討体制
＜構成案＞
•学識者
•全居協
•居住支援法人
•地方公共団体

＜オブザーバー＞
•国交省、厚労省、

法務省、こ家庁
＜事務局＞
•高住財

• 協議会“設立“手引きの充
実化、“運営“に係る内容の
追加

• 協議会のあるべき姿の例示、
類型化

• 市区町村体制整備に向けた
中長期計画（新設・既設
協議会）

• 国(地整含む)・都道府県・市
区町村の役割分担

• R9伴走支援プロジェクトの
方針整理

• 健全な法人運営ビジネスモデ
ルの例示、類型化※

• 支援内容※の情報共有、プ
ラットフォーム化、相談窓口

• 法人の質の向上に向けた取
組の整理

• 法人テキスト(改訂) 、パンフレッ
ト(改訂)の要点整理

• 都道府県による法人の指定・
管理基準のあり方整理

• 居住サポート住宅の普及に向
けた課題と解決策

※ 居住サポート住宅、残置物処理を含む

居住支援体制の検討

プレーヤーとストックの検討

アウトプットイメージ※

アウトプットイメージ※

KPI （R17まで）

人口カバー率 ９割

KPI （R17まで）

居住サポート住宅 10万戸

※議論が不足する部分は方向性を提示し、次年度持ち越し

※伴奏支援と並行して実施



（課題１関係）居住支援と防災・災害対応（大分県大分市）佐賀関大規模火災における取組

〇 令和７年11月18日、大分市佐賀関で大規模火災が発生。被災者は、近隣の佐賀関市民センターに

 避難した後、仮住まい先の確保にあたり、以下の問題を抱えていた。

・ 佐賀関地区にアパート等が少なく、仮住まい先となる賃貸型応急住宅（みなし仮設）等は、避難所

から車で30分程度離れた場所に位置。

・ 被災者の多くが単独高齢世帯等だったため、行きつけの病院や福祉サービスを受けられる環境

やコミュニティの確保が必要。

・ また、仮住まいへの入居に伴う内覧や契約手続等は、単独での対応が困難であり、補助者が必要。

○ 大分市の住宅部局は、災害対応に追われており、仮住まい先の斡旋等に十分な時間をかけること

困難であったため、大分県の住宅部局より大分市の居住支援協議会に対応の検討を依頼。

〇 これを受け、大分県・大分市の各居住支援協議会が連携を図り、被災者の仮住まい確保に向けた

支援を開始し、それぞれの被災者に応じた円滑な住まいの提供に繋げた。

○ 火災概要 ※消防庁資料より

・火災発生日 ： 令和７年11月18日(火)

・焼損棟数   ： 196棟（うち全焼167棟）

・焼損範囲   ： 約6.39ha（うち街区2.33ha）

・焼損床面積 : 12,563㎡

・人的被害   ： 死者１人、負傷者１人

・最大避難者 ：121世帯・180名

■ 概要

■ 支援実績

（１）各支援協議会の役割

○ 大分県居住支援協議会

大分県と不動産団体との災害協定に基づき、発災後、速やかに物件の抽出、

内覧時の移動支援、契約手続き等を実施

○ 大分市居住支援協議会

協議会に属する居住支援法人が、入居相談会に参画。

以下のマッチング支援を実施

・アセスメントシートを作成し、被災者の状況の聞き取り

（通院先、受けている福祉サービス、家族の所在やコミュニティなど）

・被災者の状況に応じた住宅の紹介

（２）協議会の実績

○ 入居相談会：12月３日より、９法人がのべ１１日参加

○ 相談対応：みなし仮設希望者28件中、同席を求められた２２件

○ 賃貸型応急住宅（みなし仮設）入居手続き支援：入居決定数16件のうち13件

不動産団体

居住支援協議会
（居住支援法人）

相談者
（被災者）

付き添い者
（ケアマネージャー）

市担当者
協議会の方が補足説明等してい
ただいたおかげで、聞き取りづ
らい内容も把握することができ、
ニーズに応じた物件の紹介等を
円滑に行うことができた。

体調面や持病・通院の状況をしっか
りと聞いていただき、そのうえで住
まい探しをお手伝いただくことがで
き、安心して委ねることができた。

＜現場の声＞

専門家が加わることで
相談窓口が重層化
できた（市担当者）

【避難所で開催された入居相談会の様子】

転居先 世帯数 人数

市営住宅 38世帯 61名

民間みなし仮設 17世帯 25名

自身で確保 20世帯 25名

施設・入院等 19世帯 20名

合 計 94世帯 131名

○ 被災者の仮住まい等状況 ※大分市資料より

（避難所は令和７年12月26日に閉鎖）

被災状況火災現場

大分県

大分市佐賀関

24



（課題１関係）居住支援と空き家施策の親和性

25

○国土交通省では、まだ空き家や相続について、頭の片隅にはあるものの、あまり関心を持てていない方や、
行動に移せていない方などに「きっかけ」づくりのため、｢空き家対策ニャビゲーターのあきにゃん｣が、我が家
や実家のこれからを考えてみようとゆるやかにエスコートするチラシや動画などを展開しています。

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/akiya-taisaku/index.html
国土交通省 空き家対策 特設サイト

基本知識を知りたい方向け

詳しく知りたい方向け

住宅確保要配慮者への物件提供に空き家を
活用したり、地域包括支援センターと連携して
所有者からの空き家相談を受ける居住支援法
人がいたり、居住支援×空き家は親和性の高
いものと言えます。

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/akiya-taisaku/index.html
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/akiya-taisaku/index.html
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/akiya-taisaku/index.html


（課題１関係）空き家対策と一体となった住まい支援の取組事例（大牟田市）

26

基礎情報

人口 ※1 104,996 人

高齢者数 ※1
40,150 人
(38.2%)

高齢者単身
世帯数 ※1

15,354世帯
（27.9％）

生活保護被保護
世帯数 ※2

2,745 世帯

体制図

・市や相談機関との協働を基本とした、相談窓口対応・マッチング・契約支援及び入居後のサポート等により、住宅と

福祉の関係者が連携して住宅確保要配慮者の入居促進（入居前支援）と生活の安定化（入居後支援）を図っている。

住宅と福祉の連携・協働

・円滑な相談体制を構築するために、官民の多職種によるワークショップ等を開催し、「顔の見える関係性」を構築し
てきた。

・空き家所有者から提供された住宅は「住情報システム：大牟田住みよかネット」に登録する（家賃は固定資産相当額、
火災保険料などで設定）。

・空き家を活用してシェルターを確保しており、福祉関係団体の相談員が迅速に対応（DV、虐待など）できる体制を
構築している。

・住宅確保要配慮者の住まい確保の相談背景にあるものを見極め、自ら対応するだけでなく関係支援機関につなぐこと
を意識するとともに、関係支援機関同士の連携を深め、きめ細かい相談・支援を目指していく。

住まいに関する地域資源開発・環境整備

⚫ 重層的支援体制整備をはじめ、居住支援

に関わる支援機関の相談員と「顔の見え

る関係性」を構築している。

⚫ 居住支援を時間軸（住宅確保時⇒入居中

⇒退去時）でとらえ、それぞれのステー

ジにおいて関わる支援機関（相談員）の

強弱を意識して対応している。

⚫ 入居中支援では、困りごとが発生した場

合、支援チームと情報を共有するととも

に、本人を交えた支援会議を行っている。

総合的な相談支援

〇 入居前の相談支援・情報提供、入居後の生活支援等を居住支援協議会メンバーが協働・連携して総合的に実施。住まい確保は空き家も利

活用。入居後の生活支援（見守り等）は当事者の支援ネットワークを構築。

〇 住宅確保要配慮者からの住宅確保相談のみならず、空き家対策として空き家所有者からの相談にも対応。

※1:R6.10住民基本台帳
※2:R6.12市関係課調べ

協議会の概要

大牟田市居住支援協議会
住宅確保
要配慮者

家主

情報提供

相談 相談【合同事務局】
大牟田ﾗｲﾌｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

市建築住宅課

不動産関係団体

・地域包括支援センター
・重層的包括支援体制
（相談支援包括化推進員）
・生活困窮者相談窓口
・障がい者支援相談窓口

相談

相談

情報提供

相談

相談

保護司会

学識経験者

法律関係団体

民生委員・児童委員等

福祉・医療関係団体協働・連携

・福祉課（高齢、障がい）
・こども家庭課
・生活保護課
・建築住宅課
・女性相談センター など

行政関係（住宅・福祉）



（課題１関係）空き家と居住支援（ナガサキRebornハウスプロジェクト）
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課題３ 予算確保
・協議会や法人のセルフランニングが難しい、住宅局から配分される予算も不足していると聞く
・自治体の幹部や財務当局の説得が難しい

⇒ 業務の効率化による人件費削減や公営住宅の集約の推進による予算上のインセンティブ
⇒ 住宅局予算以外に使える予算を確保していく必要性
⇒ 自治体（県や市町村）において、法人に支援するスキームも有効
⇒ 本省による交付金配分の優位性についても説得材料に
⇒ 居住支援制度を活用することで、今後の公営住宅の整備、管理に要する費用をどれくらい

削減できるか比較してみては（←現在研究中）

課題とその解決方法の例・素案（課題３）



（課題３関係） 居住支援協議会、法人が活用可能な国の支援

29

国の支援【国土交通省関係】

居住支援協議会等活動支援事業

支援対象者：生活困窮者/生活保護受給者

地域居住支援事業（生活困窮者自立支援制度）/
被保護者地域居住支援事業（生活保護制度）

支援対象者：高齢者

支援対象者：障害者

・家探しにおける不動産店・内覧の同行
・入居中の見守りなど

・入居前支援（相談窓口の開設や不動産店・内覧の同行等）
・入居中支援（見守りや生活相談、緊急時対応等）
・死亡・退居時支援（家財遺品整理や処分、死後事務委任等）

市区町村等からの委託等により、活用可能な事業【厚生労働省関係】

高齢者の安心な住まいの確保に資する事業（介護保険法に基づく地域支援事業）

・住宅情報の提供・相談・入居支援
・相談援助や見守りなど

住宅入居等支援事業（障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業）
・入居契約支援、家主との相談
・サポート体制の調整

居住支援法人の立上げ等の支援として補
助します。活動内容や実績に応じて、予
算の範囲で補助額を決定します。

。

支援対象者：生活困窮者等

自立相談支援事業（生活困窮者自立支援制度）

市区町村等がこれ
らの事業を実施す
る場合は、居住支
援法人がその委託
を受けて、このよ
うな活動を行うこ
とも可能です。

詳細は市区町村等
におたずねくださ
い。

・住まいに関する相談対応など

みんなが安心して住まいを提供できる環境整備モデル事業
・居住支援法人、家賃債務保証業者、保険業者、賃貸人等が連携して
  居住サポート住宅等を提供する取組の検討、試行、普及・広報に要する費用

先導的な取組への支援として補助
します。提案内容に応じて、予算
の範囲で補助額を決定します。

〇 従来より国は居住支援法人の立上げ等を支援しており、令和８年度は先導的な取組についてモデル事業を実施する。また、市区
町村等が実施する居住支援に関する事業を活用することも可能である。なお、多くの居住支援法人は不動産や福祉などの事業の一
環として居住支援を行っており、その提供にあたって利用者・入居者から利用料等を受け取っていることも多い。



（課題３関係）企業版ふるさと納税の活用

30

活用実績

寄 附 額 ： 631.4億円 （R6実績・前年比34％増）

寄 附 企 業 ： 8,464社 （R6実績・前年比10%増）

計画策定自治体 ： 1,613団体 （R8.4.1時点）

＜制度詳細＞ 内閣府地方創生推進事務局 企業版ふるさと納税ポータルサイト（https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/kigyou_furusato.html）

例）1,000万円寄附すると、最大約900万円の法人関係税が軽減！

✓ 寄附企業への経済的な見返りは禁止(※)

✓ 本社が所在する地方公共団体への寄附は対象外

✓ 10万円以上の寄附が対象
※ 地方公共団体のHP・広報誌等による寄附企業名の紹介や、

公正なプロセスを経た地方公共団体との契約等は可能（Q&A等参照）

企業のメリット

◆ 社会貢献を通じたイメージアップ（企業としてのPR効果）

◆ 地域資源を生かした新しい事業の展開 等

自治体のメリット

◆ 民間資金を活用した地方創生の取組の活性化

◆ 官民連携による企業とのパートナーシップの構築 等

⚫ 地方創生の充実強化に向け、民の力を活用し、地方への資金の流れを生み出す目的で創設（H28年度～）

⚫ 地方創生の取組に対して企業が寄附した場合、法人関係税を税額控除（最大約９割の軽減効果）
※地方公共団体が地方版総合戦略を基に地域再生計画を策定する必要あり

⚫ 企業の人材を地方公共団体等に派遣し、人件費分の寄附を合わせて行うことで「人材派遣型」としても活用可能

損金算入 約３割 税額控除 最大６割
企業負担

約１割

ポイント

＜税額控除について＞
法人住民税：寄附額の４割を税額控除（法人住民税法人税割額の20％が上限）

法 人 税：法人住民税で４割に達しない場合、その残額を税額控除
ただし、寄附額の１割を限度（法人税額の５％が上限）

法人事業税：寄附額の２割を税額控除（法人事業税額の20％が上限）

＜対象外団体について＞
東京都及び市区町村のうち地方交付税の不交付団体で三大都市圏の

  既成市街地等に所在する市区町村は本制度の対象外

援農ボランティアーツアーの実施
（青森県弘前市）

ロケット発射場や滑走路の整備など
航空宇宙産業の推進（北海道大樹町）

寄 附 額

通常の寄附 企業版ふるさと納税



（課題３関係） 地方公共団体による居住支援関係補助の例①
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出典：東京都ホームページ

東京都の実施する居住支援法人等応援事業（補助金）



（課題３関係） 地方公共団体による居住支援関係補助の例②

32

○居住支援に活用できる様々な支援メニューの周知を図ったり、地域のニーズに応じた新たな支援制度を創設
する地方公共団体等も増えてきています。

北区では、お部屋探しサポート事業をはじめ、様々な支援内容をパン
フレットにまとめ周知を行っています。
また、新たに家賃債務保証支援事業を開始する予定もある。

事業内容
住宅確保要配慮者が民間賃貸住宅の賃貸借契約及び更新をする際に負担する家賃債務保
証料を助成する。

助 成 額 ： 新規契約及び更新時にかかる家賃債務保証料相当額⇒上限20,000円/戸
助成対象者： 高齢者世帯、障害者世帯、ひとり親世帯

※国土交通省に登録されている保証業者を利用した場合に限る。
※詳しくは、https://www.city.kita.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/009/456/youhairyosya.pdf

足立区社会福祉協議会では、「おひとりさま死後事務支援事業」とし
て、少額短期保険を利用し、逝去後の葬儀（ 直葬） 、納骨、生前未払
いとなった家賃等の債務支払い、家財処分、残った財産の遺贈などを
実施している。

利用できる方
足立区内に居住する40歳以上90歳未満の方、支援できる親族がいない方、
契約能力を有する方、生活保護を受給していない方、保険申込要件に該当する方

月額利用料： 3,000円～7,500円
その他費用： 契約時には、公正証書遺言、死後事務委任契約公正証書の作成費用

※詳しくは、
https://a.msip.securewg.jp/doc/docview/viewer/docNC0AB7899E3084f100ea70eb5037122695820b7c68e7be

21c65342d53fe6673f8af56f4833218

https://www.city.kita.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/009/456/youhairyosya.pdf
https://a.msip.securewg.jp/doc/docview/viewer/docNC0AB7899E3084f100ea70eb5037122695820b7c68e7be21c65342d53fe6673f8af56f4833218
https://a.msip.securewg.jp/doc/docview/viewer/docNC0AB7899E3084f100ea70eb5037122695820b7c68e7be21c65342d53fe6673f8af56f4833218


項目 取扱い 対象事業

公営住宅
関係

重点的に配分
●セーフティネット住宅及び居住サポート住宅に係る改修事業、公的賃貸住宅家賃低廉化事業等
●改正住宅セーフティネット法に係る施策について、更なる発展に向けた提案事業（別紙参照）
●居住支援協議会を設置する市区町村による、以下に掲げる事業(公営住宅関係-優先的に配分)

優先的に配分

●公的賃貸住宅団地における地域拠点施設の併設（原則として100戸以上の規模の公的賃貸住宅団地に、住宅の整備に合わせ
て、高齢者施設、障害者施設、子育て支援施設等の福祉施設を併設されるもの）

●PPP/PFI等の事業手法による民間投資の誘発を促進する事業（BTOやBOT方式,令和7年度以前に着手された事業に限る）
●耐震性のない公営住宅及び改良住宅の建替事業
●特に老朽化した高経年の公営住宅及び改良住宅の建替事業・ストック総合改善事業（安全性確保型・長寿命化型）
●ZEH水準の公営住宅及び改良住宅を整備する事業（令和7年度以前に着手された事業に限る）
●公営住宅等の集約を図る事業
●公営住宅及び改良住宅のストック総合改善事業における次のいずれかの改善事業（安全性確保型（耐震診断、耐震改修に
限る）、脱炭素社会対応型、子育て世帯支援型）

●セーフティネット専用住宅の供給拡大を前提として、公営住宅の目標供給戸数を住生活基本計画や長寿命化計画に位置づ
けている事業主体による事業

●居住支援協議会を設置する市区町村による事業

配分上考慮 ○過年度の不用額が特に大きい事業主体が行う事業

（課題３関係） 令和8年度予算に関する配分の考え方（一部抜粋）

・社会資本整備総合交付金の配分において、居住支援協議会を設置する市区町村へは、
予算を重点的に配分する方向性
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⇒ 協議会の事務局を市と法人等（異動スパンが長い、もしくはないことが多い）で担うことで、
ノウハウやモチベーションを保つことができる

⇒ 住生活基本計画に位置付けることで、公共団体全体としての約束事に
（やらざるを得ない状況づくりも重要）

課題とその解決方法の例・素案（課題４）

課題４ 人事異動
・これまでの経緯を見ていて、協議会設立のきっかけは「熱い職員」がいることが多い
・人事異動により、協議会の「必要性」が薄れてしまうことが多々



（課題４関係）住生活基本計画と居住支援協議会との連携（宮崎県日向市）
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背景 〈公営住宅の課題〉

・人口減少や高齢化による
需要供給バランスの崩壊
・需要ニーズとのミスマッチによる
空き家の増加
・安全性の懸念と莫大な維持管理費

管理戸数の適正化
一方で…

公営住宅の戸数削減を補完するセーフ
ティーネット住宅が不足している状況。

分野横断的な政策検討チームの組成

政策検討チームの組成にあたっての工夫

・各分野の実務を担う係長・係員を中心とした体制づくり
・庁内規定を設け、オフィシャルな組織として位置づけ

居住支援協議会の設立を重点施策に位置付けた
住生活基本計画を策定。
その結果、計画策定後1年間で、居住支援協議会
の設立に繋がった。

マンパワー不足により、高齢者等の住宅確
保要配慮者への対応に逼迫していた状況。

住宅部局・福祉部局の双方で同じ課題認識の下、

政策検討チームにおいて、検討を重ねてきた中で、
居住支援協議会を設立することで、双方の抱える課題
を解決することを目標とした。

公営住宅の管理戸数の適正化の必要性に迫られた住宅部局が、これを補完する居住支援体制の構築を
住生活基本計画策定をきっかけとして福祉部局と連携して実現した事例※

※:宮崎県日向市（人口約５万人規模）の事例

両部局の現場をよく知る職員同士の
話し合いの中で、課題の一致を認識。

福祉部局

日向市住宅マスタープラン「ひゅうが暮らし計画(前期計画)」を策定しました。 - 日向市ホームページ - HYUGA CITY

https://www.hyugacity.jp/sp/display.php?cont=220502161957
https://www.hyugacity.jp/sp/display.php?cont=220502161957
https://www.hyugacity.jp/sp/display.php?cont=220502161957
https://www.hyugacity.jp/sp/display.php?cont=220502161957
https://www.hyugacity.jp/sp/display.php?cont=220502161957
https://www.hyugacity.jp/sp/display.php?cont=220502161957
https://www.hyugacity.jp/sp/display.php?cont=220502161957
https://www.hyugacity.jp/sp/display.php?cont=220502161957
https://www.hyugacity.jp/sp/display.php?cont=220502161957
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課題５ 支援部隊、制度の営業部隊が国だけでは不十分、プッシュ型での支援が必要
・地方整備局の担当職員は九州で３名程度（＋本省職員）
・伴走支援などの国の支援を受けられる自治体も限られてくる
・そもそもイベントに参加してくれる自治体は課題意識を持ってくれているところだけ

⇒ とは言いつつ、国土交通省や厚生労働省の伴走支援プロジェクトの活用を
⇒ 伴走支援やキャラバンなどの本省主体の活動をフォローアップすることで効率性を高める
⇒ 居住支援協議会の最強の営業マンなりえるのは各県の職員！県をターゲットにした取組

も重要（九州山口NW会議や各種勉強会の実施等）

課題とその解決方法の例・素案（課題５）



（課題５関係）「居住支援協議会伴走支援プロジェクト」（国土交通省）の概要
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○ 令和７年１０月に「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律等の一部を改正する法律」が施行

され、同法律により、地方公共団体による居住支援協議会の設置が努力義務として位置付けられた。

○ 居住支援協議会の設立にあたっては、関係者間における認識の共有や合意形成、役割分担の明確化など、多くの

自治体において解決すべき課題が存在している。

○ 本プロジェクトでは、各自治体の実情に即した課題整理や関係者間の調整、取組の方向性の検討といった一連の

プロセスに対し、有識者と共に伴走支援。

伴走支援プロジェクトの趣旨

■「居住支援協議会伴走支援プロジェクト」の概要

応
募
主
体

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
担
当

伴
走
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
打
合
せ

※打合せは対面・オンライン会議の他、電話、メール等、状況に応じた対応となります。
※委員・講師との連絡調整は事務局にて行います。

支援の例： 講演・意見交換会を開催する際の取り組み方

募集
内容

部門：市区町村居住支援協議会設立部門
対象：市区町村 （住宅部局・福祉部局を問わない）
採択予定数：４団体程度

募集
期間

令和8年4月2３日（木）～令和8年5月20日（水） １６:００必着

支援
内容

・居住支援協議会の設立に向けたロードマップの策定支援
有識者とともに現状の課題を整理した上で、今後のあるべき姿の
実現を目指し、そこに至るまでのロードマップの検討を支援。

・勉強会や意見交換会を開催する際の助言・講師派遣
解決したい課題や目指すべき体制づくりに合わせて、適切な講師の
選定や、当日の内容の事前検討を支援。また、開催後は担当部署と
振り返りミーティングを実施。

・居住支援に関する疑問や不安に対する相談受付
日々の業務の中で生じる疑問点や検討を進める上での不安な点に
ついて、事務局が随時相談に応じ、解決に向けたアドバイスを実施。

次
の
取
組
み

現地での支援は、講演会を実施すること自体を目的とはしていません。地域の
連携体制を形にするための「きっかけ」として講演会や意見交換会を活用します。
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（課題５関係）「居住支援協議会伴走支援プロジェクト」（厚生労働省）の概要



（課題５関係） 居住支援 九州山口ネットワーク会議

○ 居住支援活動を行う関係者間の情報共有や交流等により居住支援の取組推進を図ることを目
的に、自治体が主体となってネットワーク会議を設置

○ ネットワーク会議の中で、九州山口沖縄を対象に、居住支援に関する研修会やサミットを実施
○ 地方整備局等、厚生局、矯正管区がオブザーバーとして参加
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区分 構成員
県 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、

鹿児島県、沖縄県、山口県
オブザーバー 国土交通省 九州地方整備局、中国地方整備局

厚生労働省 九州厚生局
法務省 福岡矯正管区
内閣府 沖縄総合事務局
その他幹事県が認める者

■構成メンバー

■近年の活動
年度

内容
R5 R6 R7 R8 R9

合同研修・意見交換会 大分県 沖縄県 長崎県 山口県 熊本県

九州サミット (大牟田市) 大分県 鹿児島県
北九州市
（調整中）

⇒ 地域に則した課題共有・解決のため、地域ごとの開催が重要



（課題５関係） 居住支援 九州山口ネットワーク会議 合同研修・意見交換

○ 居住支援 九州山口ネットワーク会議において、県同士の情報共有や好事例の横展開を図るた
めに、合同研修・意見交換会を実施

○ 幹事県を中心に、管内市町村や関係法人も参加し、国や有識者の講演、ワークショップなどを通
じて居住支援に関する知識を深める。
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■令和7年度当日のカリキュラム
○ 国からの情報提供（国土交通省、厚生労働省、法務省九州矯正管区）
○ 各県の取組状況の紹介
○ 中部地域居住支援協議会の取組

講師：静岡県くらし・環境部建築住宅局すまいづくり課 清水主査
○ グループワーク

・居住支援体制の整備に有効な様々なツールを考える
①居住支援協議会の設立促進
②居住サポート住宅の供給促進
③公的賃貸住宅の活用や改正住宅SN方の各種制度の活用

ファシリテーター：住宅局安心居住推進課 西澤係長（日向市から出向）

■参加者
○ 居住支援九州山口ネットワーク会議の会員県の担当職員
○ 岡山県の担当職員（中国地方整備局の紹介）
○ 居住支援九州山口ネットワーク会議オブザーバー
○ 長崎県内の市町の担当職員
○ 長崎県内の法人

■開催県：長崎県（会場：長崎県庁）

清水主査による基調講演の様子

担当職員、法人を交えたワークショップ



（課題５関係） 居住支援 九州山口ネットワーク会議 居住支援サミット
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■居住支援サミットinかごしまの概要

参加者： 昼の部：約170名（事務局除く）、夜の部54名（事務局含む）

内容：・井上由起子先生の基調講演
・鹿児島の居住支援の取組

（和泊町、霧島市、奄美市の具体事例の説明）
・やどかりプラスの芝田理事庁をコーディネーター、

井上教授をコメンテーター、先に説明した３市町の担当者や
法人に大牟田市居住支援協議会の牧嶋事務局長を加えて
のパネルディスカッション

○ 九州地方における居住支援協議会の機運を高めるため、年に１度居住支援サミットを実施
○ 令和7年度は居住支援サミットinかごしまとして、九州を中心に、全国から県、市町村の担当

職員や居住支援法人等が集結
○ 会議後には、鹿児島県の自治体と本省及び地整とで意見交換会を開催

NW会議のイベントは対面参加を促すため、Web併用やアーカイブ配信を行っていないが、
今後はその併用も提案したい
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課題６ 小さな自治体での機能の不十分性
・職員（マンパワーが足りない）
・居住支援に必要な機能が自分たちの自治体だけでは補えない

⇒ 周辺市域を巻き込んだ居住支援体制の構築（大分県姫島村と国東市等の連携 等）
⇒ 既存の会議体を活用した居住支援協議会の設立（大分県姫島村、鹿児島県霧島市 等）
⇒ 複数島地合同の協議会の設立（福岡県直鞍地区、糟屋中部３町、鹿児島県とくのしま）

課題とその解決方法の例・素案（課題６）
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（課題６関係）既存の会議体を活用した協議会の設立（大分県姫島村）

【設立の経緯】
○サービス調整会議（全員で20人くらい）というものがもともとあり、包括が運営

（住宅・福祉部局、ドクター、民生委員、高齢者会の代表（老人クラブ）、女性会等が参画）
○月１回サービス会議で集まってできているという認識。（緊急事案があれば臨時的にも集まる）
○村はワーケーションを推し進めていて、そのため移住や２拠点生活のニーズも高いが、

若い方が住むための住宅が村営住宅しかない。
○加えて、高齢化率も高く、（持ち家ではあるが）居住支援が必要な人が増加
○今後空き家の増加や残置物処理の課題などが生じる可能性も高く、

居住支援の必要性に住宅部局が理解

⇒既に行っているサービス調整会議が居住支援協議会と同等のものであるため、
この会議体を「姫島村居住支援協議会」として位置づけることとしている。

【特徴】
○不動産会社が存在しないため、不動産関係者が入らない特殊解

（スモールスタートの代表例）
○不動産が介入する必要がある場合（DV被害者等が島外に住宅が必要な場合等）

住むケアなど県全域を対象としている法人もあるので、不動産的な支援を行うことも可能
○医療や介護の関係では、国東市と協定を結び連携。自村のみならず地域全体での

居住支援に取り組む。

居住支援設立総会の様子
（建政部長挨拶）



（課題６関係） 複数自治体による居住支援協議会の設置（福岡県篠栗町、粕屋町、久山町）
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出典：篠栗町ホームページ



最後に
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本日は、昨年伴走支援を受けて、今年度の居住支援協議会
の設置に向けて進んでいただいている２自治体の事例報告
もございます。

今後、人口減少、高齢化が進む中、居住支援の取組は、
ますますその重要性を増していくと思います。

スタートは、行政でも、民間でも構いません。
まずは、自治体の中の状況を把握し、関係部局で話し合

うことから始めてみてはいかがでしょうか。

本日の説明が、居住支援の推進の一助になればありがた
く思います。ご清聴ありがとうございました。
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